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1 は じ め に

本研究の目的は, 仕事における個人ならびに職場の時間認識 (time cognition) が支援行

動に与える影響を明らかにすることである｡ 仕事における時間認識とは, 仕事において出来

る限り早く仕上げねばならないといった時間に対する圧力や並行作業を求められるのか, 1

つの仕事のみに集中することが求められるのかといった仕事をする上での時間管理に対する

様々な規範や信念を指す｡ このような規範や価値観は, 各個人によって異なる性質であると

同時に, 仕事グループによっても異なる (Bartel and Milliken 2004)｡ 本研究では, この個

人レベルと仕事グループレベルの仕事における時間認識によって, 個々人の支援行動に与え

る影響を明らかにする｡

経営学や組織論において, 時間に関する関心は少数の例外 (Lawrence and Lorsch 1967 ;

Jaques 1964) を除くと必ずしも高くなかった (Bluedorn and Denhardt 1988)｡ しかし, 近年
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本研究の目的は, 仕事における個人ならびに職場の 2つの時間認識 (デッドライ

ンと複線的進行) が支援行動に与える影響を明らかにすることである｡ これまで時

間認識は, ストレスや個人の成果への影響については示されているが, 本研究では

個人の支援行動への影響を明らかにする｡ また, 時間認識は個人レベルと組織/職

場レベルの 2つのレベルの時間認識が考えられるが, 本研究では個人レベルの時間

認識と職場レベルの時間認識の影響の違いについても明らかにする｡ 質問紙による

調査の結果からは, デッドライン認識の強い個人は支援行動を取らなくなるが, 一

方でデッドライン認識が職場で共有されているとき, 個人は支援行動を積極的に取

ることが示された｡ また複線的進行の時間認識が強い個人は支援行動を取ることが

示されたが, 複線的進行認識が職場で共有されることは特に個人の支援行動を促さ

ないことが示された｡

キーワード 時間認識, クロスレベル分析, 支援行動, デッドライン,

複線的進行
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は組織と時間の関係についての研究が, 徐々に増えつつある｡ Schein (1992) は, 時間と空

間に関する文化面の仮定は解読するのが最も困難だが, 与えられた環境でどの程度居心地良

く感じるかを決める, 最も決定的な要因であると述べている｡ 時間はあまりにわれわれの生

活に密着しており, それ故に見えにくい｡ 例えば, Lawrence and Lorsch (1967) は, 時間志

向が異なる部門同士のコンフリクトは大きくなる傾向にあるが, その原因が時間志向の違い

だと認識されることは難しいと述べている｡ 組織の時間的側面は, 組織行動に目に見えにく

い影響を与えている可能性があり, この影響を解明することは, 大きな意義があると思われ

る｡ また, 時間認識は個々人の働き方, (現在の) 仕事に対する意識の一つでもある｡ 故に,

それらが職場レベルで共有されることで協働をもたらす (Gevers Rutte and Eerde 2004)｡

近年の企業を巡る環境において, スピードはきわめて重要な意味を持っている｡ より早く

判断することや一刻も早く対応することはそれだけで企業の競争優位をもたらすことになる｡

しかし一方で, 近年仕事が複雑化する中で, 協働することの重要性も高まっている｡ 個々人

が自分の仕事を早く遂行しなければならないという意識が反対に職場の仲間を助けるような

自分以外の同僚を利する行動や同僚に対する関心を失わせてしまうという結果をもたらす可

能性も考えられる｡ 本研究では, 個人の時間認識と職場で共有される時間認識を分けた上で,

その影響の違いを明らかにする｡

2 先 行 研 究

2.1 支援行動 (Helping Behavior)

支援行動とは, 多くの場合同僚や, 時には上司や顧客のような特定の個人に対してなされ

る行動であり, 組織市民行動の一つにあげられている (Organ, Podsakoff and MacKenzie

2006)｡ 支援行動をはじめとする組織市民行動は, 作業集団の量的および質的生産性, セー

ルスチームの生産性, 顧客満足や不満, 売上高, 収益性, および業務効率性など, 多くの重

要な組織成果と関係していることが示されている (Organ, Podsakoff and MacKenzie 2006)｡

Van Dyne and LePine (1998) は, 役割内行動 (in-role behavior) と役割外行動 (extra-role

behavior) を区別し, 研究している｡ 役割内行動とは, 組織から期待され要求される行動で

あり, これをなしえない場合, 報酬が下がる, あるいは職を失うなどの可能性が発生する｡

一方役割外行動とは, あらかじめ決められた役割以外の行動であり, 公式の報酬システムで

は評価されないが, たとえこれがなされなくとも, 罰せられることはない行動である｡ 彼ら

は, 役割内行動と役割外行動が異なる概念であり, また役割外行動が支援行動と発言によっ

て構成されていることを, 因子分析を通じて示している｡ さらに彼らは, 上司評定による役

割外行動が上司評定の成果に影響を与えていることを, 回帰分析によって示している｡ また,

Borman and Motowidlo (1997) は, 成果をもたらす行動をタスク行動 (task performance) と
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文脈的行動 (contextual performance) に区別している｡ 前者は, タスク達成のための中核的

な技術的行動であり, 後者はそれをサポートする行動である｡ 支援行動は, この文脈行動に

含まれる｡ 支援行動は, 役割外行動および文脈行動を構成しうると考えられる｡ 例えば, 同

僚を援助する行動は同僚の生産性を高めるだけでなく, 上司がその同僚を指導する時間も節

約できる｡ また, 欠勤したり, 作業負荷の大きい従業員を援助したりすることで, 業績の安

定性の向上が見込まれる (Podsakoff and MacKenzie 1997)｡ 同じく, Griffin, Neal and Neale

(2000) は, 達成困難なタスクほど, 文脈的行動がタスク行動を補完する影響があることを

見出している｡
1)

このように, 支援行動は組織や部門の業績にとって重要な影響を与えうるのだが, Van

Dyne and LePine (1998) が述べるように, 公式の報酬システムによってその行動を動機づ

けるのは難しい｡ これまでの研究では, 支援行動には職務満足や組織コミットメント, リー

ダー＝メンバー交換関係 (LMX), さらに公平性の知覚やタスク依存性などが影響している

ことが示されている (Organ and Ryan 1995 ; Organ, Podsakoff and MacKenzie 2006)｡ しかし,

われわれは個人あるいは組織や集団で共有された時間認識も, 支援行動に影響するのではな

いかと考えている｡

2.2 時間認識

時間認識とは, 個人や集団が持つ時間に関するメンタル・モデルである｡ 既存研究では,

時間認識は個人の行動や態度に影響することが示されている｡ 例えば後述する複線的進行は,

電車運転士の遅刻や欠勤日数と正の相関があることがわかっている (Conte and Jacobs 2003)｡

また, 経営者の時間の奥行き (
2)

temporal depth) は, ストレスと負の関係が見られ (Bluedorn

and Martin 2008), 組織の業績 (市場占有率当たりの利益) にポジティブな効果をもたらす

という分析結果が得られている (Bluedorn and Ferris 2004)｡

また, 集団で共有されたメンタル・モデルは, 高度なチームワークを可能にし, 効果的な

支援行動を可能にする｡ 時間認識も, 個人レベルだけではなく, 集団や組織レベルで共有さ

れることで, 集団内の良好なチームワークが期待される (Bluedorn and Jaussi 2007 ; Standifer

and Bluedorn 2006 ; He 2011)｡ このように, 時間認識は個人レベルのほかに集団や組織レベ

ルについても考えることができる｡

時間認識の内容にはさまざまなものが考えられるが,
3)
本研究でわれわれが着目するのは,

デッドラインと複線的進行 (polychronicity) である｡ なぜなら, これら 2つの時間認識は,

チームにおける援助行動に影響し, タスク遂行の効率性に影響すると考えられるからである｡

以下, それぞれの概念について説明する｡

仕事における時間認識が支援行動に与える影響に関する実証研究 79



2.3 デッドライン

デッドラインとは, 期限を決定する時間上の目印である｡ それによって, ある物事や人物

が遅れたか, 早かったか, あるいは時間通りだったかを決めることができる｡ デッドライン

とは, かつて捕虜を取り巻く物理的な線であった｡ その線を越えた捕虜は, 誰であれ撃ち殺

されたという (Bluedorn 2002)｡ デッドラインの時間認識とは, デッドラインを明確に設定

し, それを遵守することに価値を置く信念である｡ デッドラインが強く認識されていると,

明確なスケジューリングが重視され, 遅刻などは許されない｡ そのため, タスク達成のスピー

ドが向上することが期待できる｡ これまでの研究では, デッドラインの設定がタスク達成に

効果があることがわかっている｡ 例えば, 目標設定理論では, 目標とともにデッドラインを

設定することで目標達成のモティベーションが向上すると言われている (Locke and Latham

1984)｡ また, タイトなデッドラインのもとでは, 人々は時間に逼迫し, 行動をスケジュー

リングし, 自らデッドラインを設定して残り時間を測定するようになる (Waller et al. 2001 ;

Bluedorn 2002)｡ 一方, 自らの行動を構造化し, あいまいさに対する寛容度は小さくなる

(Bluedorn and Jaussi 2007)｡

また, 時間に逼迫している個人は, タイプ Aの行動パターンを取ることも知られている

(Waller et al. 2001)｡ タイプ Aの行動パターンは, 過度に競争を重視し, 苛立ちを態度に示

しやすい｡

組織における支援行動は, トラブルを抱えたメンバーに対してタイムリーかつ親密な対応

が必要である｡ デッドラインを強く意識している個人は, 自分の目標達成には高いモティベー

ションを持って臨むが, 自らの予定やスケジュールを乱されるのを好まないだろう｡ また,

タイプ Aの行動パターンは, 他者の支援とは相いれない部分が多い｡ したがって, このよ

うな人物は適切な支援行動を行うのは難しいと考えられる｡ ここから, 次の仮説 1が導かれ

る｡

仮説 1：個人のデッドライン認識が高い人ほど, 他者を助ける行動を取らない｡

一方, 集団レベルではデッドラインの効果はどうなると予想できるだろうか｡ Gersick

(1988) は, 組織内の集団がデッドラインを設けられることで, ｢中間点｣ が明確になり, そ

のことが集団のダイナミクスに影響を与えることを示している｡ 彼によれば, デッドライン

を持つ集団のメンバーにとって中間点は進捗をふり返り, 今後の行動を予定する警告となり

うる｡ 集団のデッドラインを指定されたメンバーは, 残り時間を意識して互いに協働し合う

ようになっていったのである｡ ただし, Gersick (1988) ではメンバー間でデッドラインの時

間認識が共有されていたかどうかは確認されていない｡
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このように, デッドラインの認識が集団レベルで共有されている場合も, 目標達成に向け

てメンバーが強く動機づけられると考えられる｡ その上, メンバーの努力は個人の目標だけ

ではなく組織の目標達成に向けられ, その結果支援行動が促進されると思われる｡ 逆にデッ

ドラインを強調しない時間認識のもとでは, 支援行動は ｢手が空いた｣ 時に行われるにすぎ

ないと予想できる｡ ここから, 次の仮説 2が導かれる｡

仮説 2：デッドライン認識を共有している集団では, 他者を助ける行動が取られる｡

2.4 複線的進行

複線的進行とは, 人々が同時に複数の仕事に取り組むことを好み, また実際に従事し, さ

らにそうすることが最善の仕事の仕方であるという信念である｡ 多くの研究において, 複線

的進行の時間認識を持つ個人がどのような傾向を持つのかが明らかにされている｡

例えば, 営業職を対象とした研究では, 職務満足や分配的公正感 (あるいは営業成績や顧

客サービスに対して正の影響が見出されている (Arndt, Arnord and Landry 2006 ; Conte and

Gintoft 2005)｡ また, 複線的進行を持つ歯科医のストレスは低いという研究結果も示されて

いる (Bluedorn 2002)｡ 大学生を対象とした研究では, 複線的進行を持つ人物は変化を好み,

あいまい耐性が高いことが見出されている (Bluedorn 2007)｡

これらの研究を見ると, 顧客対応などでタスクの中断や臨機応変の対応が必要な職場にお

いては, 複線的進行の時間認識を持つ人物の方が適しているようである｡ ここから敷衍する

と, 複線的進行の時間認識を持つ個人は, 複数の仕事に同時に従事し, 仕事の中断をいとわ

ないと考えられる (Kaufman-Scarborough and Lindquist 1998)｡ このような人々は, 困って

いる同僚がいる場合, 自らの仕事を中断して積極的に支援行動を行うと予想できる｡ 一方,

複線的進行ではない個人は, 今従事している仕事を中断することが難しいため, タイムリー

な支援行動は難しくなると考えられる｡ したがって, 仮説 3は次のようになるだろう｡

仮説 3：個人の複線的進行認識が高い人ほど, 他者を助ける行動を取る｡

複線的進行が集団レベルで共有された場合, 支援行動に及ぼす影響はどのようになると考

えられるだろうか｡ Onken (1999) は, 製薬企業のトップマネジメントチームを対象に, 共

有された複線的進行とスピードの時間認識が業績に及ぼす影響を分析している｡ その結果,

これらの時間認識と, 企業の資本利益率や売上高利益率との間に正の相関が見られた｡ 複線

的進行の時間認識が共有されることで, トップの意思決定がより柔軟かつスピードアップし,

成果に結びつくことが示唆されている｡ ただし, この研究は個人の行動への影響を分析した
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ものではない｡ また, Bluedorn and Jaussi (2007) は, 複線的進行が共有された組織は, よ

り有機的な組織構造になると予測している｡ しかし, この研究も経験的な実証が行われたわ

けではない｡

これらの研究から考えられるのは, 複線的進行の時間認識が共有されたメンタル・モデル

になることで, 人々の柔軟な協働はより促進されるだろうということである｡ 人々の支援行

動も, 良好なチームワークのもとでより有効に行われるようになると予想される｡ したがっ

て, 仮説 4は次のように考えられる｡

仮説 4：複線的進行認識を共有している集団では, 他者を助ける行動が取られる｡

3 調 査 概 要

3.1 調査対象

調査は, 中小製造業10社に所属する従業員を対象として行われた｡ 10社はそれぞれ従業員

数が50～500名の企業である｡ 調査対象には正規従業員と非正規従業員が含まれているが,

職場レベルの変数を取り扱うことから職場に属するすべての従業員を分析対象とした｡ 調査

はそれぞれの企業の協力のもと, 留め置き法で行われ, 2064名に質問紙が配られ, 1918名か

らの回答を得た (回収率92.93％)｡ 正規従業員は1695名, 非正規従業員は177名 (不明46名)

であった｡ このうち, 職場レベルで分析をするために, 4 名以上の回答があった職場に所属

する従業員, ならびに欠損値がない回答のみを分析対象とした｡ 最終的な分析対象者は1516

名, 174の職場のデータを用いて分析を行った｡ 職場の平均人数は8.7名であった｡ 平均年齢

層は35～39歳であり, 全体の17.2％を占めた｡

3.2 測定尺度

支援行動は, Van der Vegt, Van de Vliert and Oosterhof (2003) を参考に 4項目作成された｡

具体的な項目としては, ｢私は欠勤した人がいれば, その人の仕事を助けている｣ ｢私は仕事

負担の多い同僚を助けている｣ などである｡ 信頼性を示すクロンバックのα係数は .762 で

あった｡

時間認識に関しては, Bluedorn et al. (1998) によって開発された複線的進行の項目や,

Denison, Hart and Kahn (1996) らの時間圧縮の項目, Schriber and Gutek (1987) の時間文

化の項目などを参考に, デッドラインと複線的進行の質問項目を作成した｡ デッドラインは

4項目からなり, その具体的項目は, ｢私の職場では, メンバーは締め切りやスケジュール

を遵守することは重要だと思っている｣ ｢私の職場では, 急いで仕事をすることは重要では

ない (逆転項目)｣ などである｡ 信頼性係数は .709 であった｡ 複線的進行は 3項目構成で,
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その具体的項目は, ｢私の職場では, 複数の仕事を同時に進めることを好んでよくする｣ ｢私

の職場では, 一つずつ仕事を終えるのではなく, 一度に複数の仕事を行うことが大事と考え

られている｣ などである｡ 信頼性は 3項目ということもあり, .559 と低かった｡

組織コミットメントは, Allen and Meyer (1996) をもとに, 情緒的コミットメントを測定

する 4項目が作成された｡ 具体的な項目は, ｢私は, この会社に愛着を持っている｣ ｢私は,

この会社で起こる問題をあたかも自分の問題のように思う｣ などである｡ 信頼性係数は .709

であった｡

次に, LMXの測定項目 7問は, Mueller and Lee (2002) を参考に作成され, ｢あなたは,

上司があなたの仕事ぶりについてどの程度満足しているかを知っていますか｣ ｢あなたが助

けを必要としているとき, 上司の親身な助けをどの程度あてにできますか｣ といった項目か

ら構成されている｡ 因子分析の結果, 7 項目すべてが 1 因子を構成し, �係数も .903 とい

う高い値を得られた｡

最後に, タスク依存性は Koster et al. (2007) を参考に作成され, ｢仕事を進めていく上で

は職場のメンバーに絶えず相談しなくてはならない｣ ｢私の仕事がうまくいかないと, 職場

のメンバーの仕事もうまくいかなくなる｣ といった計 3項目から構成されている｡ 信頼性係

数は .736 であった｡

本研究では, 時間認識を個人レベルだけでなく, 集団レベルの変数としても用いる｡ その

ため, 2 つの変数に関して集団内合意の程度を ICC (1) と ICC (2) を用いて測定した｡ ICC

(Inter Class Correlation) とは, 集団内分散と集団間分散を比較することで, 集団内の合意

の程度を評価する指標である｡ 一般的に, ICC (1) に関しては0.12, ICC (2) に関しては0.5

以上が集計に十分な集団内合意があると見なされている ( James 1982 ; Bartel and Milliken

2004 ; Klein et al. 2000 ; Ostrof 1992)｡ デッドラインの ICC (1) と ICC (2) は, それぞれ .142

と .590 であり, 複線的進行についてはそれぞれ .152 と .608 であった｡ これらの結果, 本研

究で用いられる時間認識に関する変数は, 集団レベルで扱っても妥当であると言える｡

4 結 果

表 1は, 本研究で用いられる個人レベルの変数の記述統計ならびに変数間の相関を示した

ものである｡ これを見ると, 支援行動は性別を除くすべての変数と正の相関があるが, 特に

情緒的コミットメントとの関連が大きいことがわかる｡

また, 表 2は, 集団レベルで用いられる変数の記述統計と相関である｡ これを見ると, 集

団の人数と複線的進行の間に負の相関があることがわかる｡ Schein (1992) は, 規模が小さ

い組織では複線的進行文化が適していると述べている｡ Bluedorn and Jaussi (2007) も組織

の規模が大きくなるほど, 複線的進行文化ではなくなるという命題を提出している｡ 今回の
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分析結果は, こうした主張を裏付けるものとなった｡

表 3 は, 支援行動を従属変数とした階層線形モデル (HLM) の分析結果である｡ まず,

Nullモデルでは従属変数の集団間誤差 (U00) の分散が十分大きいかどうかが検定される｡ こ

の分散が小さいということは, そもそも集団レベルの変数によって説明される部分があまり

ないことを意味している｡ 逆に, この分散が大きければ, 集団レベルの変数によって説明可

能な部分があることがわかる｡ 結果からわかるように, カイ 2 乗検定の結果は0.1％水準で

有意であり, 集団レベルの変数が影響している可能性を示している｡

次に, 個人レベルの独立変数を投入したモデルがモデル 1～ 5である｡ 結果からわかるよ

うに, 先行研究で支援行動に影響があると言われてきた変数である情緒的コミットメント,

LMXおよびタスク依存性はすべて, 支援行動に対して有意な正の影響があることがわかる｡

時間認識を投入したモデル 5を見ると, デッドラインは負の, 複線的進行は正の有意な影響

を与えていることがわかる｡ すなわち, 個人レベルのデッドライン認識は支援行動を抑制す

るが, 複線的進行は支援行動を促進する傾向がある｡ したがって, 仮説 1と 3は支持された

ことになる｡

最後に, 集団レベルの独立変数を直接効果として投入したのがモデル 6である｡ 結果を見

ると, デッドラインは正の有意な影響を与えていたが, 複線的進行の影響はごく弱いことが

わかる｡ すなわち, 集団レベルのデッドライン認識は支援行動を促進するが, 複線的進行は,

第２０８巻 第 １ 号84

表 1 個人レベルの変数の相関分析

M. S.D. 1 2 3 4 5 6 7

1.年齢 4.09 2.19
2.性別 0.37 0.49 .054*
3.支援行動 3.06 0.72 .059* �.042
4.デッドライン 3.91 0.70 .038 .126*** .092***

5.複線的進行 2.97 0.73 �.118*** �.102*** .164*** .085**

6.情緒的コミッ
トメント

3.10 0.83 .109*** �.035 .344*** .223*** .151***

7.LMX 3.39 0.90 �.098*** �.098*** .193*** .278*** .161*** .405***

8.タスク依存性 3.08 0.49 .005 .034 .264*** .115*** .043 .319*** .182***

N＝1516
※印は有意水準｡ *** p＜.001 ** p＜.01 * p＜.05 a p＜.10｡ 以下, すべての表に共通｡

表 2 集団レベルの変数の相関分析

M. S.D. 1 2

1.人数 8.71 7.28
2.デッドライン 3.92 0.38 �.038
3.複線的進行 3.06 0.39 �.286*** .229***

N＝174



あまり影響がない｡ したがって, 仮説 2は支持されたが, 仮説 4は支持されなかったと言え

る｡

5 議 論

本研究の目的は, 仕事における個人ならびに職場の時間認識 (time cognition) が支援行

動に与える影響を明らかにすることである｡ 特に本研究では, デッドラインと複線的進行に

焦点を当てて, それぞれ個人と職場の時間認識の支援行動への影響について明らかにした｡

まず, デッドラインの時間認識に関しては, 仮説通りにデッドラインの意識が強い個人ほど

支援行動を取らないが, デッドライン認識が強い職場ではその職場に属する個人は支援行動

を積極的に取ることが示された｡ これは, 個人のデッドライン意識が強い人は, 自らの目標

やスケジュールの遵守に対する意識が強い人であり, 時間に合わせて仕事を計画的に進める

タイプであると考えられる｡ 故に, 自身のスケジュールや計画の遂行に影響を与えるような

他者を支援する行動をあまり取らないと考えることができる｡ 一方, 職場レベルの影響に関

しても, 仮説 2は支持され, デッドライン意識が強い職場においてはその職場に所属するメ

ンバーの互いを助ける行動を促すことが示された｡ これには 2つの理由が考えられる｡ 1 つ

は, 全員のデッドライン意識が強いために, スケジュールに間に合わない場合には, 間に合

わない他者を助けようとする意識と互恵性が強くなることと職場においてデッドラインを守

るというメンタル・モデルが共有されることにより, 集団としての凝集性が強まり, 互いを

助ける互助の行動が起きやすくなることが考えられる｡
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表 3 クロスレベル分析の結果

Null モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 モデル 6

切片 3.060*** 3.061*** 3.061*** 3.062*** 3.062*** 3.062*** 3.066***

個人レベル変数
年齢 .036** .020a .023* .025* .026* .026*
性別 �.105* �.085a �.083a �.093* �.073 �.070
情緒的コミットメント .317*** .291*** .246*** .232*** .233***

LMX .077** .073* .080** .078**

タスク依存性 .125*** .124*** .125***

デッドライン �.065* �.065*
複線的進行 .119*** .121***

集団レベル変数
人数 .001
デッドライン .285***

複線的進行 .122a

U00 .197*** .202*** .221*** .224*** .229*** .235*** .212***

�� .483 .461 .390 .377 .359 .336 .334
逸脱度 3286.94 3272.65 3103.59 3090.62 3062.11 3025.92 3017.03
R2within .304
R2between�intercept .098



次に複線的進行に関しては, 仮説 3が支持され, 個人レベルに関しては複線的進行の認識

が強い個人ほど, 他者を助ける行動を取ることが示されたが, 職場レベルの仮説 4は十分に

支持されず, 複線的進行の認識が強い職場であっても互いを助けるような行動が起こるわけ

ではないことが示され, 複線的進行に関しても個人レベルと職場レベルの影響が異なること

が示された｡ 職場レベルの影響が十分に支持されなかった理由としては, 仮説に示した通り,

メンタル・モデルが共有されることで集団の凝集性が高まり, 互助の行動が促されることが

考えられる｡ しかしながら一方で, 複線的進行の意識が共有されている職場では, 職場の仕

事そのものが他者と一緒に仕事をすることが求められるが故に複線的進行がメンタル・モデ

ルとなっている可能性があり, それ故他者を助ける行動が意識せずに日常的に行われている

と考えることができる｡ 結果として支援を強く促すという結果につながらなかったと考える

ことができる｡

本論文の結果の理論的インプリケーションとしては 2つの点をあげることができる｡ 1 つ

は, 時間認識とりわけデッドラインと複線的進行の時間認識が個人の支援行動に影響を与え

ることを示した点である｡ これまで時間認識の研究においては, 成果や業績に影響を与える

こと (Arndt, Arnord and Landry 2006 ; Conte and Gintoft 2005), あるいはストレスやモティ

ベーションに影響があることは示唆されてきた (Locke and Latham 1984 ; Bluedorn 2002)

が, 行動特に他者への行動に関する研究はほとんど示されていなかった｡ しかしながら, 経

験的にも時間認識の違いによって個人の仕事における行動が異なることは十分に考えられる

ことであり, 本論文の結果は時間認識の個人の行動への影響を示した点で意義あるものだと

考えられる｡ また, 本論文では個人の時間認識だけに焦点を当てるのではなく, 職場レベル

の時間認識にも焦点を当て, 時間認識のレベルによって行動が異なることを示した｡ これま

での研究では, 時間認識は主に個人レベルに焦点を当て, 時間認識が異なる個人によってど

のような違いがあるかという点に研究の焦点が少ないながらも当てられてきた｡ また職場レ

ベルの時間認識に焦点を当てた研究 (cf. Onken 1999) においても実証研究がなされた研究

はほとんどなかった｡ 本論文では, デッドライン認識が個人レベルと職場レベルで共有され

る場合と個人の行動に異なる影響を与えることを明らかにしたように, 個人レベルでの時間

認識と職場レベルで共有される時間認識では異なる影響を与えることを示した｡ この点が 2

つ目の理論的インプリケーションである｡

次に実践的インプリケーションとしては, 時間認識によって個人の支援行動をマネジメン

トすることが可能になることが示された点をあげることができる｡ 本論文の結果をもとにす

れば, 職場においてデッドライン認識を共有すること, あるいは複線的進行の認識を共有す

ることによって, 職場のメンバーに支援行動を促すことができる｡ しかし, デッドライン認

識に関しては職場のメンバーが各々に時間認識が異なる場合, むしろ他者を助けるような行
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動は起きにくくなってしまう｡ つまり時間認識が職場で共有されていない場合には, 個人は

自分の仕事のデッドラインを重視し, より切迫した職場の他者を助けるような行動を行わな

くなってしまうことに注意する必要がある｡ 一方で複線的進行に関しては, このような時間

認識が強い個人は職場でその認識が共有されていなくとも, 自分の仕事の手を止めて他の人

の仕事を積極的に手伝うことが示されている｡ その点では複線的進行に関しては, 共有され

るかどうかにかかわらず, マネジメント上強調することは個人の支援行動を促すと考えるこ

とができる｡

最後に本論文の限界を示す｡ 本論文ではいくつかの尺度において信頼性が低かった｡ 特に

時間認識の複線的進行はやや低かった｡ これは用いられた項目の数にもよると考えられ, 今

後の調査ではより質問項目を増やし, 信頼性を上げた上で分析をする必要があるだろう｡ ま

た, 本論文は一度の調査によって得られたデータによる研究である｡ 故に, 共通方法バイア

ス (Common method bias) の問題を含んでおり, この点において本論文の仮説が十分に検

証されたとは言えない (Podsakoff, MacKenzie and Lee 2003)｡ 今後の研究では他者評価を用

いるなど, 共通方法バイアスを回避するような調査デザインをすることによって本論文の結

果を検証していくことが求められる｡

注

1) しかし, 文脈的行動と組織市民行動は, 後者が役割外行動であって対価を求めない行動である

のに対し, 前者にはそういった条件がない点で違いがあると指摘されている (田中 2011)｡

2) 時間の奥行きとは, 個人あるいは組織が何かを計画する際, 典型的に考慮する過去と未来の時

間的距離と定義される (Bluedorn 2002)｡

3) 例えば Schriber and Gutek (1987) は, 23の組織の51の職場から得られた529サンプルのデータ

をもとに, 主成分分析を通じて13の時間次元を抽出している｡
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